
 

事 務 連 絡  

令和７年（２０２５年）１２月１６日  

 

業界団体の長あて 

 

熊本県土木部建築住宅局建築課長 
 
 
   法が定める諸手続きの徹底及び契約書作成に当たっての留意事項 

に関する周知について（依頼） 

平素より公正な不動産取引の推進と宅地建物取引業の適正な運営にご尽力い

ただきありがとうございます。 

標記の件につきまして、宅地建物取引業の適正な運営の観点から、下記の点に

ついて今一度ご確認いただきたく、貴団体会員の皆様におかれましても、この機

会に業務の再確認を実施していただきたいと考えております。 

つきましては、下記の点について貴団体会員の皆様に周知いただきますよう

お願いいたします。 
 

記 
 
１ 変更及び廃業に関する届出の徹底について 

標記については、宅地建物取引業法第９条及び第 11条の規定により届出が 

義務となっております。 

つきましては、事務所の名称及び所在地、商号又は名称、役員及び政令で定

める使用人並びに専任の宅地建物取引士に関する事項について変更があった

場合や廃業に至った場合は、30 日以内に、その旨を記載した届出書を免許権

者に提出してください。 

 

２ 住宅の賃貸借媒介等及び管理委託に関する契約を締結する際の留意事項に 

ついて 

宅地建物取引業者が住宅の賃貸借媒介等及び管理委託に関する契約を締結

する場合には、国が広く推奨されるべき契約の雛形として標準契約書を示し

ており、これらを指針として活用するよう通知が出されているところです。 

つきましては、標準契約書で示された考え方を踏まえて、契約書を作成いた

だきますようお願いします。 

特に、媒介業務、代理業務、管理業務等は、それぞれを明確に区別し、それ

らを混同することがないよう留意してください。 
 
（参考）標準契約書等は、以下に掲載されていますので御確認ください。 

・標準契約書【課長通知】（https://www.mlit.go.jp/common/000005999.pdf） 

・住宅の標準賃貸借代理及び管理委託契約書・一括委託型 

          （https://www.mlit.go.jp/common/000006005.pdf） 

・住宅の標準賃貸借代理及び管理委託契約書・一部委託型 

(https://www.mlit.go.jp/common/000006006.pdf) 
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